



















































例えば，その一つが心理契約 (psychological contracts) である。大まかに言えば，
それは企業組織と組織メンバーといった契約参加主体それぞれがもつ期待，す






















新しい研究の蓄積もみられる。特に高業績者 (high performers) の定着のための
人的資源管理施策の全体のことをリテンション・マネジメント (retention
management) と言い，日本では，山本 (2016; 2009; 2007a; 2007b) による研究を中心
に人的資源の定着管理の重要性が認められ（上林・厨子・森田（前掲書）），人事
施策の効果等が定量的にも定性的にも明らかにされてきている（例えば，山本



































厚生労働省 (2020; 2019; 2018; 2017; 2016) による「雇用動向調査結果の概況」
で示されている「入職率・離職率の推移」13)や，それを本稿用に修正した表 ø
を確認すると，2015 年（平成 27 年）から 2019 年（令和元年）までの過去 5 年
間の単純平均離職率は，15.02％であった。過去 5 年間のうち 2018 年（平成


















めていくことにする。先述の，厚生労働省 (2020) による「2019 年（令和元年）








2015（平成 27 年) 15.0
2016（平成 28 年) 15.0
2017（平成 29 年) 14.9
2018（平成 30 年) 14.6
2019（令和元年) 15.6
（表注）厚生労働省 (2020)『2019 年（令和元年）雇用動向調査


























































































（表注 1）表 ù の作表にあたり，次の資料を基にしている。
・厚生労働省 (2020)『2019 年（令和元年）雇用動向調査結果の概況』の表 6（16 頁）。
・厚生労働省 (2019)『平成 30 年雇用動向調査結果の概況』の表 5（15 頁）。
・厚生労働省 (2018)『平成 29 年雇用動向調査結果の概況』の表 5（15 頁）。
・厚生労働省 (2017)『平成 28 年雇用動向調査結果の概況』の表 4（15 頁）。














































（表注 1）HR ビジョン (2020)『日本の人事部 人事白書 2020』の
289 頁から抜粋。表のタイトルや表示形式など加筆・修正。
（表注 2）2020 年 3 月 16 日から 4 月 10 日まで Web サイトで実施
されたものである。








1～100 人 34.1％ 41.5％ 15.6％ 8.9％
101～500 人 34.2％ 45.0％ 15.0％ 5.8％
501～1000 人 50.0％ 39.7％ 6.9％ 3.4％
1001 人～5000 人 57.6％ 27.3％ 12.1％ 3.0％
5001 人以上 50.0％ 34.8％ 13.9％ 2.2％
（表注 1）HR ビジョン (2020)『日本の人事部 人事白書 2020』の 290 頁から抜粋。
表のタイトルや表示形式など加筆・修正。
（表注 2）表中の網掛け部分は，列ごとにみたときの第一位の比率である。
（表注 3）2020 年 3 月 16 日から 4 月 10 日まで Web サイトで実施されたものである。








メーカー 41.9％ 42.5％ 11.9％ 3.8％
IT・通信 36.5％ 48.1％ 5.8％ 9.6％
商社 27.8％ 38.9％ 33.3％ 0.0％
小売 59.3％ 22.2％ 14.8％ 3.7％
金融・不動産 39.1％ 39.1％ 13.0％ 8.7％
マスコミ・印刷 46.7％ 33.3％ 13.3％ 6.7％
教育・医療・福祉 37.5％ 31.3％ 21.9％ 9.4％
コンサル・シンクタンク 33.3％ 33.3％ 25.0％ 8.3％
サービス 50.0％ 29.2％ 14.6％ 6.3％
その他 36.8％ 50.0％ 7.9％ 5.3％
（表注 1）HR ビジョン (2020)『日本の人事部 人事白書 2020』の 290 頁から抜粋。表の
タイトルや表示形式など加筆・修正。
（表注 2）表中の網掛け部分は，列ごとにみたときの上位三位までの比率である。
（表注 3）2020 年 3 月 16 日から 4 月 10 日まで Web サイトで実施されたものである。




































































（表注 3）2020 年 3 月 16 日から 4 月 10 日まで Web サイトで
実施されたものである。































（表注 1）HR ビジョン (2020)『日本の人事部 人事白書 2020』の
295 頁から抜粋。表のタイトルや表示形式など加筆・修正。
（表注 2）2020 年 3 月 16 日から 4 月 10 日まで Web サイトで実施
されたものである。
表 þ 人手不足による具体的影響の回答結果（複数回答，n = 425)
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ある。しかも，それがエビデンス (evidence) に基づくマネジメント (Evidence-








































































































（表注 4）2020 年 3 月 16 日から 4 月 10 日まで Web サイトで実施されたもので
ある。


















































































































































(Granovetter, 1973) が定説となっている。例えば，図 ù で表されているＢは，企
業組織との結びつきが弱い状態を示している。ただし，Ｂの企業組織以外に結























































は，これまでの研究が指摘してきたとおりである（例えば，Burt, 2004; 1992; Burt,









































































































書））。これに経営学の研究領域でも著名な Simon, H. A. (1947) による限定された合理性概念
であったり，動機づけ理論研究の中でも Adams, J. S. (1965) による公平 (equity) 理論などが，
エビデンスベースドマネジメント (Evidence-based Management) における，現時点で経営法則





契約違反（psychological contract violation や psychological contract breach）を明らかにした研究
は相当数みられると思われる（例えば，実証研究初期の研究に限定してみると，Aihara
(2000), Turnley & Feldman (2000; 1999; 1998), Cavanaugh & Noe (1999), Robinson (1996), Robinson
& Morrison (1994), Robinson, Kraatz & Rousseau (1994), Robinson & Rousseau (1994) などがある）。




















13) 次の URL で確認することができる（2021 年 3 月 14 日時点）。
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/20-2/dl/gaikyou.pdf













17) 事実，厚生労働省 (2020)『2019 年（令和元年）雇用動向調査結果の概況』の 12 頁の図 3
より，「宿泊業，飲食サービス業」の離職率（33.6％）が最も高い。これは，2018 年の
26.9％，2017 年の 30.0％，2016 年の 30.0％，2015 年の 28.6％と相対的に最も高い割合を
示している。詳細については，各資料の「産業別入職率・離職率」の図を確認すること。



















21) 注 19 を参照のこと。






























































を確認することができる。上田・厨子・森田 (2010) の 248-251 頁を参照のこと。
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